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１－１ 教育内容について（医学教育の近年の動向）

・医学教育モデル・コア・カリキュラム
・医師として求められる基本的な資質
・平成２２年度医学教育モデル・コア・カリキュラム改訂のポイント
・総合的な診療能力の養成
・診療参加型臨床実習の質的・量的充実
・診療参加型臨床実習の充実に向けた課題
・高齢社会において求められる医学教育
・（参考）人口ピラミッドの変化（1990年～2060年）
・（参考）高齢化による医療ニーズの変化
・（参考）高齢者を支える医療体制
・（参考）医療・介護の一体改革に関する今後の方向性
・分野別評価に関する提言等
・分野別評価の確立に向けた我が国の取組
・医学教育分野別評価基準日本版
世界医学教育連盟（WFME）グローバルスタンダード2012 年版準拠

１－２ 教育内容について
（医学教育以外の医師養成制度に関する近年の提言等）

・医学教育・医師養成に関する改革
・医師国家試験の改善
・医師臨床研修制度の見直しについて（平成２７年度研修より適用予定）

－医道審議会医師分科会医師臨床研修部会報告書（概要）－
・新たな専門医に関する仕組みについて

（専門医の在り方に関する検討会 報告書 概要）

１－３ 教育内容について（復興のための取組）

・岩手県・宮城県・福島県における医師確保のための大学の取組
・岩手医科大学の事例
・東北大学の事例
・福島県立医科大学の事例

２－１ 教育体制について（教員・医師等の確保）

・医学部における教員数
・既存の大学における教員確保に関する課題
・教員・医師確保時の留意点
・看護師確保に関する課題

２－２ 教育体制について（大学病院の整備）

・大学病院の使命・役割と機能
・大学病院の特徴
・大学病院における医師数
・大学病院における診療科・診療科ごとの医師数
・大学病院における患者数
・地域医療機関との連携による教育の実施

３ 卒後の定着策について

・地域枠等の定義
・地域枠等の効果
・各大学における地域枠等の導入状況
・地域医療へ貢献する医師の養成に当たっての課題
・地域医療支援センターと連携した取組
・地域枠卒業生のキャリアパスの例
・大学と地域医療機関が連携した地域医療に関する教育の例
・（参考）人口１０万対医師数の年次推移
・（参考）若手医師の地域偏在
・（参考）大学の立地と医師定着の関係（３枚）
・（参考）東北地方の医学部の地元出身者数
・（参考）臨床研修終了後の帰学率
・（参考）医師の分布状況
・女性医師の継続支援・復職支援
・地域の医師確保対策2012

～医師のキャリア形成と社会構造の変化に対応した医師養成・確保の推進～

４ 定員調整の仕組みについて

・これまでの医学部（医学科）入学定員の推移
・各大学における臨時定員数
・（参考）２０２５年度のマンパワー必要量の見込み

５ 参考（その他の医学教育での対応が求められている課題）

・薬害防止に関する教育の充実について（３枚）
・Ｂ型肝炎ウイルスに関する教育の充実等について
・ハンセン病問題の再発防止について
・後発医薬品（ジェネリック医薬品）のさらなる使用促進及び教育内容の充実

について
・「慢性の痛み」に関する教育の充実について
・死因究明について（２枚）
・食育基本法について
・犯罪被害者等基本計画について
・「精神医学」に関する教育の充実について
・第９次交通安全基本計画について －交通事故のない社会を目指して－
・第３次男女共同参画基本計画について
・アンチ・ドーピングに関する教育の充実について
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○学生が卒業時までに身に付けておくべき、必須の実践的診療能力（知識・技能・態度）に関する到達目標を明確化

○履修時間数（単位数）の３分の２程度を目安としたもの （残り３分の１程度は各大学が特色ある独自の選択的なカリキュラムを実施）

○冒頭に「医師として求められる基本的な資質」を記載、患者中心の医療および医療の安全性確保も明記

○医学の基礎となる基礎科学については、別途「準備教育モデル・コア・カリキュラム」として記載

医学教育モデル・コア・カリキュラム（H13.3策定、H19.12、H23.3改訂）（概要）

個体の構成と機能 病因と病態

個体の反応

Ｄ人体各器官の

正常構造と機能､

病態､診断､治療

Ｅ全身におよぶ

生理的変化､病態､

診断､治療

Ｆ診療の基本

基本的診療技能

症状・病態からのｱﾌﾟﾛｰﾁ

基本的診療知識

Ｃ医学一般

（学生の履修時間数（単位数）の３分の２程度）

教養教育

医医 師師 とと しし てて 求求 めめ らら れれ るる 基基 本本 的的 なな 資資 質質

課題探求・解決と学習の在り方

医の原則

コミュニケーションとチーム医療

医療における安全性確保Ａ基本事項

社会・環境と健康Ｂ医学・医療と社会 地域医療 疫学と予防医学

生活習慣と疾病 保健、医療、福祉と介護の制度 診療情報 臨床研究と医療死と法
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診察の基本

診療科臨床実習
（内科系、外科系、救急医療）

診察法

基本的診療手技

地域医療臨床実習

選択的なカリキュラム（学生の履修時間数 (単位数）の３分の１程度）
※各大学が理念に照らして設置する独自のもの（学生が自主的に選択できるプログラムを含む）

物理現象と

物質の科学

情報の科学

人の行動

と心理

生命現象の科学(再掲)

生命現象

の科学

医学教育モデル・コア・カリキュラム

教育内容のガイドラインである「医学教育モデル・コア・カリキュラム」では、学生が卒業時までに身につけるべき能力
を示しており、全ての医学部においてこれを踏まえた医学教育が実施されている。
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医師として求められる基本的な資質

（医師としての職責）
・ 豊かな人間性と生命の尊厳についての深い認識を有し、人の命と健康を守る医師としての

職責を自覚する。

（患者中心の視点）
・ 患者およびその家族の秘密を守り、医師の義務や医療倫理を遵守するとともに、患者の

安全を最優先し、常に患者中心の立場に立つ。

（コミュニケーション能力）
・ 医療内容を分かりやすく説明する等、患者やその家族との対話を通じて、良好な人間関係を

築くためのコミュニケーション能力を有する。

（チーム医療）
・ 医療チームの構成員として、相互の尊重のもとに適切な行動をとるとともに、後輩等に対する

指導を行う。

（総合的診療能力）
・ 統合された知識、技能、態度に基づき、全身を総合的に診療するための実践的能力を有する。

（地域医療）
・ 医療を巡る社会経済的動向を把握し、地域医療の向上に貢献するとともに、地域の

保健・医療・福祉・介護および行政等と連携協力する。
（医学研究への志向）

・ 医学・医療の進歩と改善に資するために研究を遂行する意欲と基礎的素養を有する。

（自己研鑽）
・ 男女を問わずキャリアを継続させて、生涯にわたり自己研鑽を続ける意欲と態度を有する。

医学教育モデル・コア・カリキュラムでは、以下の８項目を「医師として求められる基本的な資質」として示
している。
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①基本的診療能力の確実な習得
臨床実習終了時までに到達すべき総合的な診療能力の基礎としての、知識、技能、態度に関する目

標を明確化。

②地域の医療を担う意欲・使命感の向上
地域医療に関して、入学時から段階的・有機的に関連づけて実施することに効果的に体験を蓄積して

いくことが必要であることを記載。

③基礎と臨床の有機的連携による研究マインドの涵養
「A 基本事項」に「医学研究への志向の涵養」に係る項目を新設。

④社会的ニーズへの対応
医療安全（患者および医療従事者の安全性確保）の観点、患者中心のチーム医療（医療分野における

多職種連携）の観点
その他（少子高齢化、男女共同参画の促進）へ対応する観点から、記載を充実。

⑤大学、学会等へ期待する事項
・卒前の研究室配属などの学生時代から医学研究への志向を涵養する教育や、医療関係者以外の方
の声を聴くなどの授業方法の工夫など、各大学における特色ある取組の実施。
・より効果的な医学教育方法の確立に向けた、学会等における具体の教育手法や教材開発。
・基本的臨床能力の習得のため、各大学・大学病院が、臨床実習に参加する学生の適性と質を保証し、
患者の安全とプライバシー保護に十分配慮した上で、診療参加型臨床実習の一層の充実。

平成22年度医学教育モデル・コア・カリキュラム改訂のポイント
平成22年度改訂では、基本的診療能力の確実な習得や、地域医療を担う意欲、使命感の向上などが改訂の中心
とされた。
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総合的な診療能力の養成

高齢化に伴い、複数の疾病や問題を抱え、継続的なケアが必要となる患者が今後も増えることなどから、幅広
い視点で患者を診る総合診療医の必要性が指摘されており、医学部教育においても対応が求められている。

「専門医の在り方に関する検討会」報告書（平成25年４月22日）（抜粋）
４．総合診療専門医について

（１）総合的な診療能力を有する医師の必要性等について

○ 総合的な診療能力を有する医師（以下「総合診療医」という。）の必要性については、①特定の臓器や疾患に限定することなく

幅広い視野で患者を診る医師が必要であること、②複数の疾患等の問題を抱える患者にとっては、複数の従来の領域別専門医

による診療よりも総合的な診療能力を有する医師による診療の方が適切な場合もあること、③地域では、慢性疾患や心理社会

的な問題に継続的なケアを必要としている患者が多いこと、④高齢化に伴い、特定の臓器や疾患を超えた多様な問題を抱える

患者が今後も増えること、などの視点が挙げられる。

（３）総合診療専門医の養成について

○ 総合診療専門医を養成するためには、臨床実習などの卒前教育においても、それぞれの診療科を単にローテートするだけで

はなく、総合的な診療能力を養成するようにプログラムを構築し、地域の診療所や病院、介護福祉施設等の協力を得て実習を実

施するとともに、頻度の高い疾病や全人的な医療の提供、患者の様々な訴えに向き合う姿勢などを学ぶことが必要である。

文部科学省「平成２５年度医学・歯学教育指導者ワークショップ」参加者アンケートより

◆高齢化社会への理解を涵養する教育の実施状況

3

71

56

70

55

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

今後の医療提供体制に関する理解を深めるための教育を行っている

超高齢社会において必要となる医師の役割について教えている

プライマリケアや総合的な診療能力を身につける教育を行っている

それぞれの診療科目について、高齢者の特性やその疾病の特性を踏まえた医療を教えている

（校）
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診療参加型臨床実習の質的・量的充実

総合的な診療能力養成の観点から、全ての大学で診療参加型臨床実習に取り組んでおり、各大学にて質的・量的充実
のための取組を行っている。

37

41

1

増加の予定がある 増加について検討中
特に何も行っていない

（校）

■診療参加型臨床実習週数の今後の増加予定

3

28

10

30

10

25

20

11

22

3

14

25

24

27

36

40

34

28

2

17

17

14

21

10

10

21

15

0 20 40 60 80

その他

臨床実習プログラムの取りまとめを行う担当教員の配置・充実

初期臨床研修医による学生の臨床実習への関わり

学内FDの充実

学生による公式カルテへの記載の拡大

診療参加型で行う臨床実習の実施時間数や実施診療科の増加

診療科ローテートの見直し

特定のテーマを学ぶことに特化したカリキュラムの構築

学外実習機関の拡充

昨年度からの改善を実施した 昨年度からの改善を予定又は検討中 昨年度からの改善はないが過去に改善を実施した

■診療参加型臨床実習の質的改善の状況

（校）

6

7

4

6

12

31

9

4

1

0 5 10 15 20 25 30 35

１～10

１１～２０

２１～３０

３１～４０

４１～５０

５１～６０

６１～７０

７１～８０

８１以上

■各大学が取り組む診療参加型臨床実習週数

（校）

（週）

文部科学省「平成２５年度医学・歯学教育指導者ワークショップ」参加者アンケートより
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診療参加型臨床実習の充実に向けた課題

各大学では、診療参加型臨床実習の目標水準と実際の学生の到達水準に差があると感じており、引き続き、各大学に
おける診療参加型臨床実習の充実・改善に向けた取組を行っている。

◆今後の課題
・多くの大学で指導者の育成・確保を課題として

認識。

50

52

65

69

61

52

29

10

0 20 40 60 80

（１）施設・設備の充実

（２）相互実習や臨床予備実習等の事前教育の充実

（３）臨床実習指導者の確保

（４）学内の臨床実習指導者へのFD等の充実

（５）学外の臨床実習先の確保

（６）学外の医療機関の臨床実習指導者へのFD等の充実

（７）診療参加型臨床実習の協力患者の確保

（８）その他

◆各大学が考える診療参加型臨床実習の目標水準と実際の学生の到達水準

・多くの大学で診療参加型臨床実習の
目標水準と実際の学生の到達水準には
差があると感じている。

文部科学省「平成２５年度医学・歯学教育指導者ワークショップ」参加者アンケートより

（校）



10

●平成24年度 先導的大学改革推進委託事業

「高齢社会を踏まえた医療提供体制見直しに対応する医療系教育の在り方に関する調査研究」報告書における提言概要

１）教育の各段階における臨床現場の体験

○ 現代の医学教育では、学習段階にあわせて実際の臨床現場を体験することが求められる。

○ 高齢者医療を担う人材の養成の観点からも、早期から実際の高齢者医療を体験することが極めて重要。

○ 高齢者医療を体験する現場としては、大学病院よりも、地域と結びつきの強い中核病院や診療所などが望ましい。

○ 学習レベルにあった形のチーム医療や在宅医療、緩和医療を学ぶことが望ましい。

２）チーム医療の実践に向けた教育（多職種連携教育）

○ 学習段階に則り、講義のみならずグループ学習やフィールド学習を通じて、多職種の機能・役割を理解し、グループ理論に基づいた
リーダシップを発揮できるような学習が望ましい。

○ 臨床実習においても、多職種連携の現場を体験し、チームの一員として活動することが望ましい。

３）在宅医療の実践に向けた教育

○ 学習段階に応じて、在宅診療の講義や体験学習を通じて、在宅診療の重要な点や特徴的な点を確実に教育していく必要。

○ 臨床実習においても、在宅診療を経験し、実践に向けた能力を涵養することが望ましい。

４）基礎医学、臨床医学並びに社会医学を統合した高齢者医療の教育

○ 基礎医学、臨床医学並びに社会医学をまたいだ形で高齢者医療を教育することが望ましい。

○ 講義、少人数グル―プ学習、現場体験並びに参加型臨床実習などを学習段階に応じて取り入れることが望ましい。

高齢社会において求められる医学教育

高齢社会に対応するための医学教育としては、チーム医療、在宅医療、高齢者に関する教育等を行っていくこ
とが求められている。



（参考）人口ピラミッドの変化（1990年～2060年）

平成24年7月11日「平成24年度在宅医療連携拠点事業説明会」厚生労働省配布資料より
11



305

345

410

470

250

300

350

400

450

500

H24 H27 H32 H37

10.5

14.9

19.8

8.4

0

5

10

15

20

25

H24 H27 H32 H37

500

479

464

450
441

400

420

440

460

480

500

520

H18 H19 H20 H21 H22

●高齢になるほど認知症の発症率が急上昇

認知症高齢者数の推計 出典：H24.8厚生労働省推計（万人）

0

50

100

150

がん

糖尿病

認知症

関節リウマチ

心不全

脳梗塞
肺炎
アルツハイマー

出典：H17年度患者調査（厚生労働省）より
ソニーコンピューターサイエンス研究所 桜田一洋氏作成

年齢

日本の年齢別疾患発症率
（人口1万人あたりの発症率：2005年度）

908060 70５040302010

●要介護（要支援）認定者数は年々増加

出典：介護保険事業報告
（各年10月末現在）（厚生労働省）

⑬要介護（要支援）認定者数
（万人）

⑭介護給付費の将来推計
出典：H24.3厚生労働省推計（兆円）

５００万人を突破

●認知症高齢者数は今後も増加する見込み

●介護ニーズは今後も増加する見込み

65歳以上の
10人に1人が

認知症

１２

高齢化に伴い認知症や介護のニーズが増大し、医療ニーズが変化している。

(参考)高齢化による医療ニーズの変化

（％）



●高齢者の約５５％が自宅での最後を望んでいる

高齢者向けケ
ア付き住宅,

4.9

子ども・親族の
家, 0.9

福祉施設, 6.0

その他, 1.1
わからない,

6.2

自宅, 54.6

医療施設,
26.4

⑮最後を迎えたい場所

出典：高齢者の健康に関する意識調査（H20.2内閣府調査）

⑰自宅で最期まで療養することが実現困難な理由（複数回答）

出典：終末期医療に関する調査（H20厚生労働省調査）

地域包括ケア
の推進が必要

n=3,157（全国55歳以上の男女）

⑯死亡場所の構成割合の推移

出典：人口動態統計（厚生労働省）

病院で死亡が78％

自宅で死亡が１３％

高齢者の生活を
支える医療人の

養成・確保が必要

●高齢者の希望に応える療養の場及び看取りの場の確保は、喫緊の課題

●しかし、在宅医療・介護や地域包括ケアの体制が不十分なため、自宅で療養することが困難な状況

１３

高齢者は在宅での療養を望んでいるが、現時点ではそのような体制が不十分。

（参考）高齢者を支える医療体制



今後、引き続き、地域包括ケアシステムの整備に向けた取組が進められていく方向。

（参考）医療・介護の一体改革に関する今後の方向性

厚生労働省作成資料
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○第２期教育振興基本計画(H２５．６閣議決定)

・高度専門人材の育成に向けて，大学及び高等専門学校における分野別質保証の
構築・充実に向けた取組を促進する。

○「今後の医学部入学定員の在り方等に関する検討会」論点整理（Ｈ２３．１２）

・我が国においては、大学教育全般に係る認証評価制度はあるものの、医学教育に特化
した評価制度はない。
・国際水準の教育を実施していることを証明するためにも、日本の医学部がWFMEグロー
バルスタンダードに基づくプログラム評価を受ける場合の環境整備の促進や、国内にお
いて医学教育に特化した評価の実施を検討していくことも望まれる。

分野別評価に関する提言等

高度専門人材の育成に向けて、医療分野を含め、分野別質保証の充実に向けた取組が求められている。

15



これまでの主な取組状況

今後の主な取組

〇FAIMER（Foundation for Advancement of International Medical Education and Research）、WFME(World Federation 
for Medical Education)等の海外関連団体との調整

国際標準を踏まえた日本の医学教育分野別評価を導入

H25年度～
文科省大学改革推進等補助金事業の連携校によるトライアル評価を実施

H26年度～
順次実施（2023年までを目標）

○H24.10.29～11.2
東京女子医科大学グローバルスタンダードによる国際外部評価

○H25.2.22
公開シンポジウム｢国際基準に対応した医学教育認証制度の確立｣開催

○H25.5.17
全国医学部長病院長会議で日本医学教育認証評価評議会(JACME：Japan Accreditation Council for Medical 
Education)承認

○H25.7.30
世界医学教育連盟(WFME)グローバルスタンダード準拠
医学教育分野別評価基準日本版【正式版】公表 (日本医学教育学会)

分野別評価の確立に向けた我が国の取組

文部科学省としては、大学改革推進等補助金「医学・歯学教育認証制度等の実施」事業により分野別評価の確
立に向けた取組を支援。東京医科歯科大学を中心に千葉大学、東京大学、新潟大学、東京慈恵会医科大学、東
京女子医科科大学の６大学が連携して取組を実施。（H24～28年度予定。）
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医学教育分野別評価基準日本版
世界医学教育連盟（WFME）グローバルスタンダード2012 年版準拠

領域 下位領域

使命と教育成果 ➀使命 ➁使命の策定への参画 ➂大学の自主性及び学部の自由度 ➃教育成果

教育プログラム
➀カリキュラムモデルと教育方法 ➁科学的方法 ➂基礎医学 ➃行動科学と社会医学及び医療倫理学
➄医療医学と技能 ➅カリキュラム構造、構成と教育期間 ➆プログラム管理 ➇臨床実践と医療制度の連携

学生評価 ➀評価方法 ➁評価と学習との関連

学生 ➀入学方針と入学選抜 ➁学生の受け入れ ➂学生のカウンセリングと支援 ➃学生の教育への参画

教員 ➀募集と選抜方針 ➁教員の能力開発に関する方針

教育資源
➀施設・設備 ➁臨床トレーニングの資源 ➂情報通信技術 ➃医学研究と学識 ➄教育の専門的立場 ➅教
育の交流

プログラム評価
➀プログラムのモニタと評価 ➁教員と学生からのフィードバック ➂学生と卒業生の実績・成績 ➃教育の協働
者の関与

統括及び
管理運営

➀統括 ➁教学のリーダーシップ ➂教育予算と資源配分 ➃管理職と運営 ➄保健医療部門との交流

継続的改良 －

世界医学教育連盟が定めた基礎医学教育に関する国際基準に準拠して、 日本医学教育学会が作成した日本版の評
価基準。 9 領域とその下位に位置する36の下位領域の評価項目から構成されている。
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医学教育・医師養成に関する改革

医学部における教育（卒前教育）と国家試験の在り方、臨床研修等の在り方（卒後教育）は相互に関連しながら改
革が進められてきた。

高
等
学
校

専門教育

臨床前医学
教育

臨
床
実
習

臨床
研修

臨床研修終了後の研修等

学会認定専門医・指導医等

年齢 １８～ ２４～ ２６～

医師国家試験
概ね４年ごとに
見直しを実施

臨床実習に必要な能力の評価を行う
共用試験を実施
・コンピュータを使用した知識試験（CBT）
・模擬診療による態度・技能等の評価
（OSCE））
平成17正式実施
全８０医学部・防衛医大が参加

これまでは各学会等が独自に基準（症
例経験数、試験など）等を設定
平成29年度から第三者機関により統一
的に認定する仕組みで養成開始

準備教育

大学院進学

卒業までに身につける到達目
標として「医学教育モデル・コ
ア・カリキュラム」を策定
平成１３年策定、１９年・２３年改訂

基本的な診療能力を身につけるため、
平成１６年度から、２年間にわたる研修が必修化
・研修希望者が希望する研修病院を選択し、各病院の希望と調整
（マッチング）
・各都道府県毎に募集定員の上限を設定し、上限の範囲内で各病
院の定員を調整
・概ね5年ごとに臨床研修制度を見直し

生涯教育…

19



医師国家試験の改善

・医師国家試験については、医療を取り巻く状況及び医療の進歩に合わせ、その都度改善が行われている。

図表については医師国家試験改善検討部会報告書（平成23年６月９日）より
20



＜基幹型臨床研修病院の在り方＞

・基幹型病院の在り方の明確化。（到達目標の多くの部分を研修可能な環境と研修医及び研修
プログラムの全体的な管理・責任を有する病院）
＜臨床研修病院群の在り方＞
・頻度の高い疾病等について様々なバリエーションの能力形成が可能となる群の構成が必要。
・病院群の地理的範囲は、同一都道府県内、二次医療圏内を基本。

医師臨床研修制度の見直しについて（平成２７年度研修より適用予定）
－医道審議会医師分科会医師臨床研修部会報告書（概要）－

○ 医師臨床研修制度は、医師の基本的な診療能力の修得のため、平成16年度に努力義務から必修化され、まもなく１０年。
○ 今回の見直しは、前回の制度見直し（募集定員の見直し等：平成２２年度研修より適用）において、５年以内に見直しを行うこととなってい

たこと等を踏まえ、さらなる研修の質の向上、地域医療の安定的確保等の観点から、制度全体的に検討し、必要な見直しを行ったもの。

研修の質の向上
見直しの概要

・到達目標・評価の在り方は、診療能
力の評価等をさらに考慮する必要。

＜キャリア形成支援＞
・妊娠出産、研究等の多様なキャリアパスに応じた臨床研修中断・再開の円滑化。

す。

＜到達目標・評価（→研修診療科、必要な症例の在り方等に反映)＞

・次回（平成３２年度）見直しに向け、診療能力の評価等の観点から別途検討の場を設け見直
す。

＜募集定員の設定＞
・激変緩和措置（各都道府県募集定員の上限、各研修病院）は、平成26年3月末に終了。
・研修希望者に対する募集定員の割合を縮小。（約1.23倍→当初1.2倍、次回見直しに向けて1.1倍）

・都道府県上限の計算式を一部見直し。（新たに、高齢者化率、人口当たり医師数も勘案）
・各病院の募集定員において、大学病院等の医師派遣の実績をより考慮。

地域医療の安定的確保

・研修希望者に対する募集定員の割
合が大きく、研修医が都市部に集まり
やすい懸念。
・研修医数は地方で増加傾向である
が、地域医療にさらなる配慮が必要。
・都市部から他県への医師派遣の実
績等も考慮すべき。

・基本理念を踏まえ、基幹型病院、病
院群の在り方を明確化する必要。

・小規模でも良質な研修な研修が見
込める病院がある。

・出産育児、研究等のキャリアパスの
多様化に対して柔軟な対応が必要。

＜必要な症例＞
・基幹型病院の「年間入院患者数３０００人以上」基準は維持。
・３０００人に満たない新規申請病院も、良質な研修が見込める場合には、訪問調査により評価。

※今回の制度見直しの施行後５年以内に所用の見直しを行う。

背景

＜ 課 題 ＞ ＜ 見 直 し の 方 向 ＞

・地域の実情を踏まえ、都道府県が
定員を調整できる仕組みも必要。

＜地域枠への対応・都道府県の役割の強化＞
・地域枠、医師派遣等の状況を踏まえつつ、都道府県が、都道府県上限の範囲内で各病院の定
員を調整できる枠を追加。

H25.12.19
厚生労働省作成資料
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新たな専門医に関する仕組みについて（専門医の在り方に関する検討会 報告書 概要）

新たな専門医に関する仕組みは、専門医の質を高め、良質な医療が提供されることを目的として構築。

＜専門医の質＞ 各学会が独自に運用。学会の認定基準の統一性、専門医の質の担保に懸念。
＜求められる専門医像＞ 専門医としての能力について医師と国民との間に捉え方のギャップ。
＜地域医療との関係＞ 医師の地域偏在・診療科偏在は近年の医療を巡る重要な課題。

として加える。

（中立的な第三者機関）
○中立的な第三者機関を設立し、専門医の認定と
養成
プログラムの評価・認定を統一的に行う。

（専門医の養成・認定・更新）
○専門医の認定は、経験症例数等の活動実績を要
件とする。

○広告制度(医師の専門性に関する資格名等の広告)
を見直し、基本的に、第三者機関が認定する専
門医を広告可能とする。
（総合診療専門医）
○「総合診療専門医」を基本領域の専門医の一つ
として加える。

現状

新たな仕組みの概要

H25.4.22
視点

○専門医の質の一層の向上（良質な医療の提供） ○医療提供体制の改善

（地域医療との関係）
○専門医の養成は、第三者機関に認定された養成プログ
ラムに基づき、大学病院等の基幹病院と地域の協力病
院等（診療所を含む）が病院群を構成して実施。

（スケジュール）
○新たな専門医の養成は、平成２９年度を目安に開始。
研修期間は、例えば３年間を基本とし、各領域の実情
に応じ設定。

期待される効果

（基本的な考え方）
○国民の視点に立った上で、育成される側のキャリア形成支援の視点も重視して構築。
○プロフェッショナルオートノミー（専門家による自律性）を基盤として設計。

22
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全国の大学の取組

○ 災害派遣医療チーム（DMAT）として、派遣数が最大である平成23年3月13日（発災２日後）には、57大学から、346名（医師133
名、看護師137名、業務調整員76名）の人員を被災地に派遣し、急性期の傷病等に対応。

○ その後も「被災者健康支援連絡協議会」の（全国の大学、医師会、病院団体等により構成）一員として派遣を継続。
→26年5月末まで累計で延べ8,705人（医師4,831人、看護師1,788人、その他2,086人、DMAT含む）を派遣。

○ 震災前から、地方公共団体や医師会等と連携し、各地に医師を供給し医療を支えてきた。
○ 震災以前からの医師不足及び震災後の需要増のため、医学部入学定員を３大学計で135人増（平成19年度比

で約1.5倍に増員）

三県（岩手、宮城、福島）の大学の取組

○ 全国から学生・研修医等を受け入れ、災害医療教育やシミュレーターを活用した研修等を行うとともに、ITを活用した医療
情報の共有による医療支援等を実施

○ 遠隔医療により、沿岸部の４中核病院（久慈、宮古、釜石、大船渡）の４県立病院に対し、岩手医大の専門医による病理診
断の支援などを行う。

岩手医科大学

○ 被災し職を失った医師等を大学で受け入れ、最先端医療・最新医学に携わる機会を提供するとともに、再教育後、長期的に
地域中核病院に派遣

○ 東北メディカル・メガバンク機構を設置し、被災地住民の長期健康調査を行い、蓄積した情報でゲノム医療等の最先端研究
を行う。（沿岸部の医療機関と大学を循環する医師派遣を実施（ToMMoフェロー制度））

○ いわき市立磐城総合共立病院と協定を結び、医師を派遣し地域で専門医として育成

東北大学

○ 学生や研修医等に、災害対応や被ばく医療に関する研修を提供するとともに、大学が雇用した医師を地域医療機関へ派遣
○ 福島県が行う県民健康管理調査の実施を担うとともに、がんの早期治療や新たな治療法等の開発を行う。

福島県立医科大学

入学定員80名→130名

入学定員100名→135名

入学定員80名→130名

岩手県・宮城県・福島県における医師確保のための大学の取組

これまで、被災地の医学部だけではなく全国の医学部が被災地の医師確保のための取組に協力してき
ており、現在も継続している。
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Ⅲ．遠隔医療ネットワーク構築

○被災地との遠隔医療を基盤とした
緊急時また、中・長期的における
行政・大学・医療機関との有効な
連 携システムの構築を行う。

Ⅱ．災害時対応医療人の育成

○「災害医学講座」と連携して、災害
医療の研修・教育システムを確立。
将来起こりうる大災害を想定し、災害
医療を担う医療人の育成をする。

Ⅰ．災害対応問題点と情報の収集・検証

○東日本大震災時に医療救護班のマネージメント、傷病
者の広域搬送、医薬品・医療資器材の供給、被災者への
健診活動、避難所環境整備の調査と提言、避難所におけ
る感染症対策、各診療科による医療機関への後方支援な
どを通じて明らかになった問題点を検証し、急性期～慢性
期にわたる医療支援体制モデルを確立する。

○災害時のデータを整理・集計し、問題点の抽出、検証を実施
→岩手県における超急性期から急性期における病院間搬送の実態把握
(東日本大震災時に広域搬送された191名の予後整理実施)、避難所の生
活環境に関する実態調査､診療録分析､後方支援の在り方等の検討を実施

○避難所の生活環境を把握し、今後の災害時における医療支援への
対応を強化
→岩手県沿岸部の中核医療機関９箇所において発災時における入院患者
の傷病名・転院先・救急搬送等の入院動向調査や、震災で被害を受けた自
治体６箇所における保健医療行政担当者から発災後の初期対応について
ヒアリングを実施

【概要】災害時の緊急医療支援体制を含む総合的地域医療支援体制を拡充・強化するための教育・研究拠点を目指す。｢災害医学講座｣
を併設した「災害時地域医療支援教育センター」を設立、各々の主たる役割を研究並びに教育と位置づけ、相互に連携して全国に発信
できる地域医療支援連携体制モデルの確立とその実践としての災害医療教育による人材育成を目指す。

これまでの主な活動実績（H24～H25実績）取組内容

○クリニカルシミュレーションセンターを整備し、災害医療の習得や
被災地以外の臨床研修医を対象に、被災地研修プログラムを実施
→災害医療を学ぶ教育研修会実施(H24-2回59名,H25-5回112名）
→災害に対応できる人材等の育成を目的に、全国の臨床研修医や大学院
生を対象とした｢日本災害医療実地研修｣を実施（全国から31名参加）
→大規模災害に備える人材育成を目的とした全国初の「日本災害医療ロジ
スティックス研修」を実施（全国から81名参加）

○大学の各診療科と沿岸部の県立病院とテレカンファレンスシステム
を整備し、相互間で電子カルテ画面の共有を行い、症例コンサルテー
ションを実施
→県立久慈病院、県立宮古病院、県立釜石病院、県立大船渡病院に整備
した。宮古病院で8回、釜石病院で18回、大船渡病院で8回症例コンサル
テーションを実施。被災地の医療復興及び岩手県が抱える医師の不足・偏
在といった課題に対して、テレカンファレンスシステムを活用

症例コンサルテーションの様子→

医療従事者等を対象とした研修会↑

岩手医科大学の事例 岩手医科大学の事例
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Ⅰ．被災地の医療人材の受け入れと最新医療の研修の
場の提供（循環型人材育成と還元）

○被災地で地域に密着して医療を行ってきた有為な人材
の流失や燃え尽きを防ぐためには、これらの人材の職を
確保するとともに、医療人としての自信とやりがいを得る
生涯教育の場を提供し、レベルアップした高度医療人を
地域に還元する。「総合地域医療研修センター」を設置し、
被災を受けた医療機関の医療従事者を受け入れ、同研修
センターを中心として最先端医療、最新医学の臨床現場
による再教育を実施。最先端の臨床知識・
技能を有しかつ災害医療に対応できる
高度医療人の養成する。

Ⅱ．新たな「災害医療学」の確立と地域・災害医療に
携わる人材の養成

○地域医療に携わった被災医療人の知識や経験を生か
し、医学教育や卒後研修を担当させることで、医学生、歯
学部生等に地域医療・災害医療の実際を学ばせる。この
実地的災害医療科目と、災害科学国際研究所医療災害
研究部門と連携した高度で専門的な災害医療科目を組み
合わせた災害医療学を確立する。

○高水準の知識・技能を身に付けるトレーニング等の実施
→被災地医療機関から、H24は医師2名、ﾒﾃﾞｨｶﾙｽﾀｯﾌ7名を、H25は医師1
名、ﾒﾃﾞｨｶﾙｽﾀｯﾌ7名を雇用し、高度な医療教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを提供

○震災復興に関する研修会等の実施、被災者のメンタル・ケア、生活
習慣病への対応、各種シミュレーターを利用した研修会を実施
→総合地域医療検収センター支援室の拡充を実施し、これまで以上に学内
外の医療人再教育を実施（H24-8,864名,H25-12,809名参加）
→各種ｼﾐｭﾚｰﾀｰを使用した実技研修会等、若手医療人の再教育を実施
（H24-18種類1,500名、H25-39種類 3,900名参加）

○東北大学病院総合地域医療教育支援部等と連携し、被災地への医師
派遣も含めた、地域医療への人材支援を実施
→被災地も含め、H25は常勤198名、非常勤1,700名の医師を地域医療機関
へ派遣

【概要】総合地域医療研修センターを設立し、東日本大震災で職を失った医療職人材を受け入れ、最先端医療・医学に触れさせること
で高度医療人を養成し、地域医療へ貢献する。また、震災を経験した医療人に医学･歯学教育や卒後研修の一部を担当させることで、
学部学生・大学院生に対する災害医学教育を施す。

↑緊急気道管理ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの様子

↑被災地の訪問診療に
医学生が参加

Ⅲ．医学部定員増に係る医学教育重点
プログラムの実施

○社会的ﾆｰｽﾞの高い医学教育に係る重点
領域（総合地域医療研修ｾﾝﾀｰ、ｸﾘﾆｶﾙ･
ｽｷﾙｽﾗﾎﾞ等）の教職員を増員し教育の充実を図る。

これまでの主な活動実績（H24～H25実績）取組内容

○被災地での災害医学実習,災害医学講義,災害歯科医学講義等の実施
→医学部学生・研修医を対象とした災害医学実習を実施(H24－3回24名、3
回－23名)､歯学部学生を対象に被災地訪問実地研修を実施（4回-79名）､
医学部1･2年次に地域医療体験実習を実施（130名）、保健学科学生に被災
地体験学習を新規導入
→災害科学国際研究所と連携し、大学院科目として、災害医学概論・災害
医学セミナー、災害歯科医療学実践講義を開講（99名参加）

○定員増に対応した医学教育重点プログラムの実施
→バーチャル顕微鏡システムによる、新たな組織学・病理学の教育を実施、
この他、災害医療、地域保健、被災地医療等の喫緊の課題とされる分野の
教育を実施

東北大学の事例 東北大学の事例
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Ⅰ．人材育成に関する取組

○福島災害医療セミナーを実施し、県内外の医療人に
対し、適切な知識・スキルの修得を支援するほか、被災地
の現地視察等を通じ、医療人自らの疑問や不安の解消を
図るとともに、復旧・復興に向けた取組を実施。

被災市町村の健康診断等と併せてよろず健康相談を
設置し、住民の多様な健康不安に直接対応するとともに、
孤立する被災地保健師との実効性のある連携体制を構築
する。

災害医療や放射線被ばく医療の学生臨床実習（ＢＳＬ）を
行うことにより、医学生に対し、適切な知識・技能を学ばせ
る。Ｅ－ラーニング等を活用し、興味関心のある多くの学生
や看護師等に対し、適切な知識等を学ばせる。

Ⅱ．被災地への医師派遣

○医師不足が深刻な被災地（浜通り）の医療機関に、福島
県立医科大学で直接雇用する医師を派遣し、被災地の
生活基盤である医療の再生を支援する。

○医学部５年生に対する災害・放射線被ばく医療の実施
→医学部5年生(103名)に対する臨床実習において、放射線の基礎知識及
び災害・被ばく医療に関する講義・実習を実施（年36回）

○福島災害医療セミナー（3泊4日,年7回）専門性や分野に応じて対象
を細分化し、より効果的な研修等を実施
→福島災害医療セミナー（被ばく医療コース）を開催（H24－年5回73名、H25
－4回46名参加）、H25から被ばく医療上級者コースを新規開設（16名参加）

○よろず健康相談 市町村の保健活動と連携を図ることで、より効果
的な健康増進に貢献
→県内12市町村住民を対象に、福島県立医大の医師・看護師による「よろ
ず健康相談」を実施（H24－年70回968件の相談、H25－年93回1,080件の相
談）し、健康不安解消の相談に応じた

○放射線災害医療Ｅ－ラーニング教育等を導入
→看護学部学生（177名）、新規採用看護師（57名）に放射線に関する基本
的知識、放射線災害についてＥ－ラーニングを活用した新しい教育を導入

○長崎大学、ベラルーシ医科大学・ゴメリ医科大学との連携
→長崎大学の協力のもと、医学部学生（1名）が約1ヶ月間、ベラルーシ医科
大学・ゴメリ医科大学で、海外研修（放射線等の教育）を実施

【概要】災害医療や放射線被ばく医療等の基礎的知識を有する医療人の育成・養成を強化するとともに、県内医療体制、特に壊滅的
被害を受けた浜通りの医療体制の再生のため、直接雇用した医師の派遣をもって被災地域の医療という生活基盤復興に寄与する。

↑災害医療セミナーの実習風景 ↑よろず健康相談

これまでの主な活動実績（H24～H25実績）取組内容

〇被災地(浜通り)の医療機関への医師派遣(5名,月6回程度)を継続
→原発事故の影響による医療体制の確保が未だ厳しい状況にある被災地
の医療機関へ医師遣を継続（H24-４医療機関、延233回派遣、H25-７医療
機関、延394回派遣）
→被災地における災害医療の動向を内外に報告する「福島災害医療研究
会」を実施（H24-90名、H25-100名参加）

福島県立医科大学の事例福島県立医科大学の事例

27
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病院名 医師数 病床数

岩手医科大学附属病院 407人 1050床

東北大学病院 727人 1262床

福島県立医科大学附属病院 461人 778床

秋田大学医学部附属病院（国立の附属病院で最小規模） 310人 603床

産業医科大学病院（私立の附属病院で最小規模） 360人 678床

（１）教員数
（大学設置基準別表第１ロより）

（２）附属病院の医師数（既存の附属病院の例）
※大学設置基準では「相当数の専任教員を置く」とされており、具体的な人数は定められていない。実態としては、
同規模の病床数を持つ病院の約２倍以上の医師を擁している。（規模によるが概ね300人以上）
（医師臨床研修マッチング協議会ＨＰより、平成25 年１月１日時点）

収容定員（入学定員） 専任教員数

収容定員360人まで（入学定員60人まで） 130人

収容定員720人まで（入学定員120人まで） 140人

医学部における教員数

医学部の教員は大学設置基準において130人以上とされている。
また、附属病院の医師数に具体的な基準はないが、実態として300人以上の医師を擁している。
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（１）臨床実習指導者の人数や指導時間の確保

（２）臨床実習指導者間の指導方針の共有化

（３）臨床実習指導者の指導力の育成

（４）現代的ニーズに即した指導者の不足

（５）臨床実習指導者に対する称号・役職の付与やインセンティブの付与

（６）その他

既存の大学における教員確保に関する課題

・指導者の人数や指導時間の確保の他、指導方針の共有化、指導力の育成について、多くの大学が課題と認識している。

（校）

・多くの大学で指導者の育成・確保を課題として認識。

50
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（１）施設・設備の充実

（２）相互実習や臨床予備実習等の事前教育の充実

（３）臨床実習指導者の確保

（４）学内の臨床実習指導者へのFD等の充実

（５）学外の臨床実習先の確保

（６）学外の医療機関の臨床実習指導者へのFD等の充実

（７）診療参加型臨床実習の協力患者の確保

（８）その他

（校）

既存の大学に診療参加型臨床実習実施時の課題を尋ねると、「指導者の育成・確保」に関する課題が多く挙げられて
いる。各大学は、教員の数の確保だけではなく、指導方針の共有や指導力の育成といった質の確保についても課題と
認識している。

■診療参加型臨床実習実施時の課題

■臨床実習指導者の確保・育成に関する課題

文部科学省「平成２５年度医学・歯学教育指導者ワークショップ」参加者アンケートより 30



過去に、大学病院の救急部で9名の勤務医のうち６名が同時期に退職し、一時的に救急搬送の受入れを中止した事例
があった。

教員・医師確保時の留意点

地域の医療機関の中には、診療科ごとの医師が１～２名程度の医療機関がある。
また、地域の医療機関ではなく、既存の医学部から医師・教員を確保したとしても、地域医療へ影響を及ぼす可能性
がある。

事例１：診療科ごとの医師数が１～２名程度となっている医療機関の例

国立病院機構仙台医療センター（平成26年1月1日現在） 医師臨床研修マッチング協議会HPより

事例２：大学病院が診療を維持できなくなった事例

事例３：大学病院勤務医の減少により、大学病院が地域の医療機関への医師派遣の継続が
困難となった事例

今後の医学部入学定員の在り方等に関する検討会論点整理【平成23年12月】 （抜粋）

「・（略）臨床研修制度については、研修医の基本的な診療能力が向上したとの意見がある一方で、臨床研修制度の開始に伴い、大学医
学部の医局への入局者が減少し大学病院の医師派遣の機能が低下したとの指摘がある。」

「・臨床研修医採用状況を見ると、臨床研修開始前の平成15 年度では、大学病院で臨床研修を受ける者の割合は72.5％だったが、平成
23 年度現在で45.0％まで低下しており、大学病院が新たな医師を獲得することが以前より困難となっている。一方で、若手医師にとっ
て、出身大学等の意向に縛られずにキャリア形成のできる現行の臨床研修制度は重要という考え方もある。」 31



看護師確保に関する課題
医学部を新設するに当たっては、医師だけではなく、看護師も確保する必要があるが、既存の医療機関においても看
護師確保は課題となっている。

■看護師求人数、求職者数（都道府県別）

・看護師は大部分の都道府県で求人数が求職者数を上回って
おり、東北地方も同様。

■看護職員として退職経験のある者の退職理由

・看護師の離職理由は、出産・育児、結婚、次いで、他施設に対する興味。

22.1％

17.7％

15.1％

■看護職員として就業していない者の就労への意向等

・看護職員として就業していない者で看護職員として働きたいと
考えている者は36.1％。

36.1％

24.0％

19.6％

17.5％

2.9％

32
平成25年10月４日「第33回社会保障審議会医療部会」厚生労働省配布資料より

厚生労働省医政局看護課調
看護職員就業状況等実態調査結果（平成２２年度）

厚生労働省医政局看護課調
看護職員就業状況等実態調査結果（平成２２年度）
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教 育
将来の医療を担う医療人の

教育・養成

○医学部生の臨床教育
○卒後臨床(専門)研修を通じた

専門医の養成
○医療技術職員を目指す

学生への卒前実習や卒後の研修

研 究
臨床医学発展と医療技術
水準の向上への貢献

○難治性疾患の原因究明

○新しい診断法･治療法の開
発
○治験等を通じた新薬の開発

診 療
地域の中核病院としての
質の高い医療の提供

○高度先進医療の提供
○難治性疾患の治療
○地域医療機関への医師の供給

大学病院の使命・役割と機能

34



教 育 医学部生の臨床教育、卒後の初期・専門研修等を行う医師をはじめとするその他の
医療従事者の養成機関
→ 採算に関係なく、幅広い診療科・部門が必要。

新しい診断・治療法の開発、難治性疾患の研究等を行う高度な研究機関。
→ 様々な疾病治療のための研究に多くの投資が必要。

高度医療の提供、地域医療機関への医師の供給等を行う地域の中核的な高度医療機関
→ 採算性の低い分野（小児・産科・精神・重症治療等）への支援や高度医療に対応する

ための高度な機器や人材の体制整備が必要。

○ 医師養成を行う大学医学部の教育研究に必要な施設として設置されている病院（大学設置基準第３９条）。

○ 平成５年に制度化された病院の区分において、高度な医療の提供、高度な医療技術の開発・評価、

研修の実践にあたる「特定機能病院」に承認されている病院（医療法第４条の２）。《本院》

（１）大学病院とは

研 究

（２）大学病院の特徴

診 療

大学病院の特徴

35
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東北大学病院

福島県立医科大学病院

岩手医科大学病院

産業医科大学病院

秋田大学医学部附属病院

岩手県立中央病院

財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院

国立病院機構仙台医療センター

石巻赤十字病院

岩手県立大船渡病院

南相馬市立病院

病床数 医師数

大学附属病院では同規模の病床数を持つ病院の約２倍以上の医師を擁している。（規模によるが概ね
300人以上）

大学病院における医師数

医師臨床研修マッチング協議会ＨＰより文部科学省にて作成、平成25年１月１日時点

岩手・宮城・福島
における

最大規模の病院

沿岸部における
病院

国立・私立の
最小規模の
附属病院

36



●福島県立医科大学

●岩手医科大学

●東北大学病院

大学病院における診療科・診療科ごとの医師数

大学病院では、幅広い診療科を備えているだけではなく、教育・研究・診療の３つの機能が維持できる
よう、多くの医師を診療科ごとに配置している。

（医師臨床研修マッチング協議会ＨＰより、平成25年１月１日時点）
37
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岩手医科大学病院（1050床）

東北大学病院（1262床）

福島県立医科大学病院（778床）

秋田大学医学部附属病院（603床）

産業医科大学病院（678床）

国立病院機構仙台医療センター（698床）

石巻赤十字病院（452床）

岩手県立大船渡病院（33床）

■一日平均入院患者数

1,982.2

2,937.0

1,456.0

1,246.5

1,546.7

940.4

1,124.0

729.0
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岩手医科大学病院

東北大学病院

福島県立医科大学病院

秋田大学医学部附属病院

産業医科大学病院

国立病院機構仙台医療センター

石巻赤十字病院

岩手県立大船渡病院

■一日平均外来患者数

医師臨床研修マッチング協議会ＨＰより、平成25年１月１日時点

大学附属病院の患者数は一日の平均入院患者数が概ね500人以上、平均外来患者数が概ね1200人以
上となっている。

大学病院における患者数
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より幅広く疾患・症例を体験するため

大学病院で学ぶことが難しい医療について理解を深めるため

退院後の患者の生活と医療、ケアについて理解を深めるため

複数の関係機関や専門家との連携の必要性について学ぶため

大学病院外の医療機関、関係機関での多職種連携の在り方につ

いて理解を深めるため

（校）

目標としており、達成できている 目標としているが、達成できていない

地域医療機関との連携による教育の実施

各大学は、目的に応じて大学病院以外の医療機関とも連携しながら教育を行っているが、学外医療機関
での実習の達成度には課題が生じている。

■学外医療機関で実習を行う目的
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臨床実習指導者の人数や指導時間の確保

臨床実習指導者間の指導方針の共有化

臨床実習指導者の指導力の育成

現代的ニーズに即した指導者の不足

臨床実習指導者に対する称号・役職の付与や

インセンティブの付与

（校）

■学外医療機関の指導者確保に関する課題

8

48

31

14

37

17
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臨床研修指導者講習の受講回数等、何ら

かの資格要件を設定

称号・役職の付与、人事評価によるインセン

ティブの付与

説明会やFD等の実施

研修医を学生の指導に参加させている（屋

根瓦方式の活用）

学生のアンケート等によるフィードバック

指導者から実習内容や指導方法等に関す

るレポートの提出

（校）

■学外医療機関での指導者の育成・確保のための取組

文部科学省「平成２５年度医学・歯学教育指導者ワークショップ」参加者アンケートより
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いわゆる地域枠については、大学や都道府県等により定義は様々で統一されて
いないが、文部科学省でとらえている「地域枠等」の範囲は以下の３つを合わせた
もの。

① 大学が地元出身者や地域医療に従事する意思のある者を対象として設けて
いる入試枠（地域枠入試）

② 都道府県等が卒後地域医療に従事することを条件に貸与している奨学金枠
（地域枠奨学金）

③ ①と②を組み合わせた、奨学金つきの入試枠

※過去には専ら地元出身者のための入試枠のことが「地域枠」と言われていたこともあり、大学や都道
府県、関係者により「地域枠」の定義やイメージは様々である。

※①の奨学金のない入試枠は、卒業後の進路に対しての強制力はない。地元出身者や地域医療に強
い意欲のある者を優先的に入学させることにより、結果的に地域に残る医師を増やそうというもの。

※平成２０年以降の医学部定員増の大半は、入試枠だけではなく奨学金を設定することを条件として
いる。

地域枠等の定義

41
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県(道)内 県(道)外 地域定着率

84．7％

45．7％

H25.5 文部科学省医学教育課調べ

注）グラフ中の数値は、地域枠等の平成24年度末卒業者までの累積卒業者数(人)。

※本資料での「定着率」は、卒業者のうち、卒後、当該大学が所在する県内で医療に従事（研修を開始）し
た者の占める割合を示す。

地域枠等卒業者
【２５大学】

それ以外の卒業者
【２５大学】

※ 「地域枠等」には、地元出身者のための地域枠に加え、出身地にとらわれず将来地域医療に従事する意志を有する者
を対象とした入学枠や入試時に特別枠は設定していないが、地域医療に資する奨学金と連動している枠数を含む。

地域枠等の効果

地域枠等以外の卒業者が卒業後地元に残る割合は５割未満であるのに対し、地域枠等の卒業者は8割
以上が地元に残っている。
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都道府県名 区分 大　学　名 H25入学定員
うち地域枠等

募集人員
都道府県名 区分 大　学　名 H25入学定員

うち地域枠等
募集人員

旭川医科大学 122人 72人 滋賀医科大学 117人 28人

（うち２年次編入学） 10人 5人 （うち２年次編入学） 17人 7人

北海道 公立 札幌医科大学 110人 70人 京都府 公立 京都府立医科大学 107人 7人

弘前大学 127人 62人 大阪府 公立 大阪市立大学 92人 12人

（うち２年次編入学） 20人 5人 大阪府 私立 大阪医科大学 110人 20人

岩手県 私立 岩手医科大学 130人 28人 大阪府 私立 関西医科大学 112人 10人

宮城県 国立 東北大学 135人 33人 大阪府 私立 近畿大学 110人 15人

秋田県 国立 秋田大学 125人 30人 兵庫県 国立 神戸大学 115人 10人

山形県 国立 山形大学 125人 25人 兵庫県 私立 兵庫医科大学 110人 13人

福島県 公立 福島県立医科大学 130人 60人 奈良県 公立 奈良県立医科大学 115人 38人

茨城県 国立 筑波大学 117人 13人 和歌山県 公立 和歌山県立医科大学 100人 36人

栃木県 私立 獨協医科大学 120人 20人 鳥取県 国立 鳥取大学 110人 30人

群馬大学 123人 18人 島根大学 112人 30人

（うち２年次編入学） 15人 2人 （うち３年次編入学） 10人 3人

埼玉県 私立 埼玉医科大学 121人 20人 岡山大学 120人 15人

千葉県 国立 千葉大学 122人 20人 （うち２年次編入学） 5人 3人

東京都 国立 東京医科歯科大学 106人 4人 岡山県 私立 川崎医科大学 110人 20人

東京都 私立 杏林大学 117人 12人 広島県 国立 広島大学 120人 20人

東京都 私立 順天堂大学 124人 13人 山口大学 120人 36人

東京都 私立 昭和大学 110人 12人 （うち２、３年次編入学計） 20人 6人

東京都 私立 帝京大学 117人 6人 徳島県 国立 徳島大学 114人 17人

東京都 私立 東京医科大学 118人 8人 香川県 国立 香川大学 114人 24人

東京都 私立 東京慈恵会医科大学 110人 10人 愛媛県 国立 愛媛大学 112人 17人

東京都 私立 日本大学 120人 10人 高知大学 115人 28人

東京都 私立 日本医科大学 114人 4人 （うち２年次編入学） 5人 3人

神奈川県 公立 横浜市立大学 90人 30人 福岡県 私立 久留米大学 115人 15人

神奈川県 私立 北里大学 119人 9人 福岡県 私立 福岡大学 110人 10人

神奈川県 私立 聖マリアンナ医科大学 115人 5人 佐賀県 国立 佐賀大学 106人 26人

神奈川県 私立 東海大学 113人 13人 長崎県 国立 長崎大学 121人 25人

新潟県 国立 新潟大学 127人 17人 熊本県 国立 熊本大学 115人 10人

富山県 国立 富山大学 110人 25人 大分大学 110人 13人

石川県 国立 金沢大学 117人 12人 （うち２年次編入学） 10人 3人

石川県 私立 金沢医科大学 110人 10人 宮崎県 国立 宮崎大学 110人 20人

福井県 国立 福井大学 115人 15人 鹿児島大学 117人 20人

山梨県 国立 山梨大学 125人 40人 （うち２年次編入学） 10人 3人

長野県 国立 信州大学 120人 20人 沖縄県 国立 琉球大学 112人 12人

岐阜県 国立 岐阜大学 107人 27人 68大学 7,824人 1,425人

浜松医科大学 120人 25人 （うち２年次編入学） 107人 39人

（うち２年次編入学） 5人 5人 （うち３年次編入学） 20人 6人

愛知県 国立 名古屋大学 112人 5人 注１）私立大学は入学定員ではなく、募集人員を記載。

愛知県 公立 名古屋市立大学 95人 5人

愛知県 私立 愛知医科大学 110人 5人
三重県 国立 三重大学 125人 35人

国立

岡山県 国立

国立

大分県 国立

高知県 国立

青森県

国立国立

国立

山口県

注２）地域枠等には、地元出身者のための地域枠に加え、出身地にとらわれず将来地域医療に従事する意

志を有する者を対象とした入学枠や入試時に特別枠は設定していないが、地域医療に資する奨学金と連動

している枠数を含む。(「○○人程度」「○○人以内」を含む)

国立

島根県

国立

注３）地域枠募集人員は、推薦入学枠の他一般入試において地域枠等を設定しているものを含む。

滋賀県

計
静岡県

北海道

群馬県 国立

鹿児島県

各大学における地域枠等の導入状況

東北６県の医学部は平均40人名の地域枠等を有している。

H25.5 文部科学省医学教育課調べ
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「今後の医学部入学定員の在り方等に関する検討会」論点整理（平成23年12月）（抜粋）

○例えば地域枠の設定にあたっては、専門医研修や研究に従事するための義務年限の弾力的な取扱
い等、医師のキャリアパスを考慮した魅力のある人事システムを構築していく必要がある。

○地域枠の取組については引き続き継続していくとともに、学生の卒後の動向などについて取組の検証
を行いつつ、地域への定着に向けてより取組の効果を高めていくことが必要である。

○地域医療の向上に貢献し、地域の医療機関等と連携協力していくことは、地域枠の学生のみならず
全ての医学生に対して医師の社会的な責任として教育されていくべきことである。

○各大学と、高校や地方公共団体とが連携し、学力だけでなく、医療に対する確かな意欲や責任感の
ある医学生を受入れ、育てることができるよう、学生募集や入学選抜の工夫を行うことが望まれる。

44

地域医療へ貢献する医師の養成に当たっての課題
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地域医療支援センターと連携した取組

県や他の医療機関と連携し、地域枠奨学金貸与者のキャリアパスが他の医師のキャリアパスと比較
して不利になることのないよう、医療関係者が連携した取組が行われている。

岩手県

静岡県

• 医師のキャリア形成に応じた段階的な支援を実施。

• 高校生に対しては医学部進学の動機付けのための
セミナー開催、奨学金貸与学生に対しては地域医療
に関する意識の醸成等を行うためのセミナー開催、
医師に対してはキャリア形成に配慮した計画的な医
師の配置・派遣等を行う。

• 複数の病院をローテーションしながら専門医資格を取得できるよう、複数病院が連携して専門医
研修ネットワークプログラムを整備。

• 地域枠奨学金貸与者が専門医資格取得において、不利になることのないよう、勤務先病院決定
の際には、本プログラムを活用。

大学、県の公表資料を基に文部科学省で作成

図は岩手県医師支援推進室HPより



医師不足解消に貢献するため、地方の公的病院等で勤務しつつ、専門医の取得や大学院進学
も可能となるよう、工夫されたプログラムが組まれている。

◆岐阜県・岐阜大学の例

呼吸器内科
専門医希望

周産期専門医
（産婦人科）
希望

救急専門医
希望

○岐阜県の地域枠奨学金（岐阜県医学生修学資金）の返還免除条件

岐阜県内で初期臨床研修修了後、岐阜県医師育成・確保コンソーシアム（※）が作成したプログラムに基づき、
引き続き岐阜県内の医療機関で９年間業務に従事し、うち少なくとも６年間を知事が指定する医療機関で勤務
すること ※岐阜県内に勤務する医師の育成と地域医療の確保を目的として、岐阜大学医学部、同附属病院と研修医が多く集まる病院で
構成される組織

地域枠卒業生のキャリアパスの例

46

岐阜県医師育成・確保コンソーシアムHPより
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教員(医師）、学生・研修医を配置

地域医療
教育センター

地域の病院内に大学の教育拠点（センター）を置くことにより、学生・研修医の臨床教育の充実と、地
域医療支援の両立を図る取組が行われている。

筑波大学 水戸地域医療教育センター ～大学と民間病院の連携～

• 民間病院である水戸共同病院（ＪＡ茨城県厚生連）内に大学のサテライトキ
ャンパスを設置。

• 同大学の教員（常勤医）２１名を置き、病院と連携して地域医療に従事。

• 大学病院だけでは難しい、総合診療や１次２次救急など、医学生・研修医
の実践的な教育を行い、幅広い総合的な診療能力を持つ医師養成（イチロー

型総合診療医）を目指す。 （Ｈ２１開設～）
筑波大学

水戸共同病院

大学と地域医療機関が連携した地域医療に関する教育の例

• 平成27年６月開院予定の新潟県地域医療推進機構魚沼基幹病
院に、新潟大学の組織として「新潟大学医歯学総合病院魚沼地
域医療教育センター」を設置。

• 教授等の３０名の指導医を置くことで診療・研修体制を充実させる
とともに、地域医療に意欲的な研修医の確保を目指す。

大学、県の公表資料を基に文部科学省で作成

新潟大学 魚沼機関病院（仮） ～大学と県の連携～
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（出典）医師・歯科医師・薬剤師調査

（参考）人口１０万対医師数の年次推移

近年、死亡等を除いても、医師数は4,000人程度、 毎年増加している。
（医師数）平成14年 26.3万人 → 平成24年 30.3万人 （注） 従事医師数は、28.9万人
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注1）医学部定員増の効果が現れる前の数値である。
注2）全国計で減少している理由は、過去の医学部入学定員削減の影響（S59→H15にかけて655人削
減）が考えられる。 厚生労働省「医師・歯科

医師・薬剤師調査」より

都道府県別 平成14年から22年までの間の若手医師数（25～34歳）の増減状況 単位・人

増加

増加

減少

（参考）若手医師の地域偏在

全国の医師数は年間4,000人程度増加しているが、H14年度からH22年度までの間の若手医師（２５～３
４歳）の増加数で見ると、一部の都県に偏って増加している。
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（参考）大学の立地と医師定着の関係➀

■医師の定着率（岩手県）

各大学の卒業生は必ずしも大学が立地する県にとどまるとは限らない。
また、臨床研修時点、臨床研修修了時点等の各段階で医師の定着率は変化している。

厚生労働省「平成24年臨床研修修了者アンケート調査」より
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（参考）大学の立地と医師定着の関係➁

■医師の定着率（宮城県）

厚生労働省「平成24年臨床研修修了者アンケート調査」より
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（参考）大学の立地と医師定着の関係➂

■医師の定着率（福島県）

厚生労働省「平成24年臨床研修修了者アンケート調査」より
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（参考）東北地方の医学部の地元出身者数

東北地方の医学部入学者に占める地元県出身者数はゆるやかに増加しているが、全国平均に比べて

若干少ない。
※全国平均：全大学（医学部）における地元出身者数の平均値（割合ではない）

0

10

20

30

40

50

60

70

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

弘前大学

東北大学

秋田大学

山形大学

福島県立医科大学

岩手医科大学

東北６大学平均

全国平均
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（参考）臨床研修終了後の帰学率

大学の医師派遣機能の低下の背景に、臨床研修を終えた後に、大学またはその関連病院等において

勤務する医師の割合（帰学率）が低下している状況がある。

関東地方の大学への帰学率は８３％と高いが、北海道、東北、中部、四国では４０％を下回っている。

（臨床研修後の帰学率＝ 当該年度の２年前の医師国家試験に合格した者のうち、臨床研修終了後、当該大学又は

関連病院等において勤務する医師の割合。防衛大学校、自治医科大学及び産業医科大学は含まない。）

出典：全国医学部長・病院長会議調査

平成１７年度（１４年度国試合格者）帰学率

７１．４％
平成２３年度（２０年度国試合格者）帰学率

５２．９％

設置者別帰学率
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医師・歯科医師・薬剤師調査（平成22年度）及び

（凡例）人口10万人当たり医師数

220以上240未満

240以上

200以上220未満

180以上200未満

180未満

都道府県別 人口10万人対医師数

全国都道府県市町村面積調（平成22年度）から作成

都道府県単位で見ると、人口10万人対医師数上では西日本の県の医師数が多い。
二次医療圏別で見ると、いずれの都道府県も、都道府県内の格差が大きいことが分かる。

二次医療圏別 人口10万人対医師数

東京都、沖縄県等の表示を一部簡略化している

（参考）医師の分布状況
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女性医師の継続支援・復職支援

男 女 合計 女性割合

医学部学生数
（平成２５年度学校基本調査より）

35,885人 17,084人 52,969人 32.3%

医師数
（平成24年医師・歯科医師・薬剤師調査より）

232,161人 56,689人 288,850人 19.6%

■女性の医学部学生数・医師数

3.7 
10.7 

17.2 
17.8 

19.7 
26.3 

29.2 
30.5 

34.1 
38.6 
40.2 
41.0 

43.2 
43.5 
44.3 
44.6 
45.8 

50.8 
61.5 
62.0 
62.3 

64.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

その他

在宅研修制度

働きやすい部門への配置転換

国の事業所への補助金制度整備・拡充

二交代制の勤務体制

診療報酬引き上げ、医療費の増額

保育施設利用の際の保育料の助成

ベビーシッター利用の際の費用補助

短時間正社員制度の導入・拡充

保育施設やベビーシッターの斡旋

代換え医師の配置（代診医師派遣制度の導入）

フレックス制度導入

複数主治医制度の導入など主治医制の見直し

事業所内託児施設

出産・育児休業取得者への職場復帰支援

放課後における学童施設充実

男性の家事・育児などへの参加

時間外勤務の免除

病児保育

宿直・日直の免除

人員（医師）の増員

託児所・保育園などの整備・拡充

（％）

n=7,297

日本医師会「女性医師の勤務環境の現況に関する調査報告書」（平成２１年３月）より

■女性医師が仕事を続ける上で必要としている制度・支援

■大学が行う女性の継続支援・復職支援
（東京女子医科大学の例）

○女性医師再教育センター
出産や子育て、配偶者の転勤等で臨床現場から遠ざかった
女性医師に対し、受け入れ先の病院と協力して多様な再教
育プログラムを用意。以下の２つのプロジェクトにより、女性
医師の現場復帰を支援。

・女性医師再教育 復職プロジェクト
復職を希望する女性医師より要望をヒアリングし、個々人に合
わせたオーダーメイドの研修プランを策定。赤十字病院、済
生会病院、東京女子医科大学の各医療施設で研修を実施。
スムーズで無理のない再研修から、勤務先の決定までの支
援を行う。
センターの利用者はのべ160名（平成24年3月現在）。セン
ター利用者へのアンケート（78名が回答）では、休職者数が
34名（利用申請時）から28名（推計）が復職。

・教育・学習支援プログラム（e－ラーニング）
臨床を離れた女性医師が自宅の空き時間を利用して参加が
でき、最新の医療情報の入手が可能な臨床研修プログラムを
提供。

○女子医大ファミリーサポート
東京女子医科大学の医
療従事者が、地域住民
を中心としたファミリーサ
ポーターから、子供の急
病時や放課後の保育、
家事や介護など細やかな
支援を受けられる体制を
整備。

図は東京女子医科大学女性医師・研究者支援センターHPより

女性の医学部生は３割に及んでおり、今後、女性医師のさらなる増加が見込まれる。
各大学にて女性医師の継続支援・復職支援が行われている。
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地域間、診療科間の

偏在緩和

超高齢社会に対応した医療を
担う人材の養成

総合診療やチーム医療、在宅医療に関
する教育の充実、
総合的な診療能力を有する
医師の養成に関する検討等

医師が活躍し続けられる

環境整備

地域医療への貢献と医師としてのキャリア形成の両立
キャリア形成支援と一体となって医師不足地域の医師確保等を行う地
域医療支援センターの活用、若手医師が地域医療に従事しつつ、専門
医等を取得できるように考慮した魅力ある研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの構築

チーム医療の推進による
勤務医等の負担軽減
看護師・薬剤師等の
医療人材の養成等

女性医師等の離職防止・復職支援
育児等との両立支援、復職トレーニング、
男性の意識改革やキャリア教育など
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18歳～

24歳～

26歳～26歳～

30歳頃～

40歳頃～

地域枠等による医学部定員増
卒後一定期間地域医療に従事することを条件に
した入試枠・奨学金による定員増（地域枠）

大学における地域復興の取
組の支援
災害医療教育の充実、
医師派遣や被災医師の雇用等

被災地のニーズを
踏まえた医学部定員増
大学設置基準における
定員の上限の見直し等

偏在解消につながる誘導策や制度検討
偏在解消も視野に入れた臨床研修制度、
専門医の在り方の検討
産科医療補償制度による救済

国際水準を踏まえた
医学教育の質保証制度

地域の医師確保対策2012
～医師のキャリア形成と社会構造の変化に対応した医師養成・確保の推進～

医学部の新設等については、社会保
障全体の在り方に関する検討や、こ
れまでの定員増の効果の検証等を踏
まえた上で、引き続き検討。

数字は、医学部入学時から数えた年数
（入学時の年齢や途中の進路により一人一人異なる）
専門医取得に要する最低限の年数は科により異なる

地域医療を担う意欲と能力を持
つ医師の養成・確保
医学部におけるキャリア教育、
地域の病院と連携した教育の充実等

平成25年度概算要求での対応、必要な制度的検討を行うとともに、大学や都道府県等の取組を促進

中核
病院

大
学
病
院

地域病院

後期研修医

初期研修医

医学部生

高齢化等の今後の医療需要に対応した

人材育成
医学部定員の増による

医師養成数の増

地域の医師確保のためには、文部科学省・厚生労働省の密接な連携の下、医師養成の現状や高齢化等の社会構造の変化を踏まえた取組が必
要。このため、医師のキャリア形成という視点に基づき、医師の偏在解消の取組、医師が活躍し続けられる環境整備及び医療需要の変化に対
応した人材育成を行うとともに、医学部定員の増を行う。あわせて、東日本大震災の被災地における医師確保の支援を行う。

医師養成の現状（これまでの医学部入学定員増）
医療施設に従事する医師は約28万人（毎年4千人程度増加）
平成20年以降、1,366人の増員を実施(増員前の1.18倍）
平成25年度末に最初の卒業生を輩出（臨床研修を開始）
→卒後地域で活躍できるキャリア形成支援、環境整備が重要

超高齢社会への対応
複数疾病を抱える患者への対応、要介護
者への対応等、生活を支援する視点が必
要
→対応した卒前・卒後の医師養成が必要

被災地の医師確保
もともと医師が少なく高齢化が進んでい
た地域が、東日本大震災により被災
→継続的な医師確保支援が必要

基本的な考え方基本的な考え方

背 景

方 策方 策
若手医師が都市部に集中する傾向
（高度・専門医療への指向 等）

出
産
・
育
児
な
ど

医学部生の約３割が女性。
産婦人科・小児科を中心に、若手
女性医師が増加。

75歳以上の人口は、2005年から2025年

までの20年間で、約２倍へと急増
都市部の病院に戻れなくなるのでは
ないかという将来への不安 等

中長期的な医師養成数
卒業者の動向把握、医師数の分
布等を踏まえ医師需給
の見通しについて継続的
に検証
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8,280人
（S56～S59年）

7,625人
（H15～19年）

（人） 9,069人
H26年

Ｓ56年
最後の医学部新設

これまでの医学部（医学科）入学定員の推移

S48年 閣議決定
「無医大県解消構想」 S57年 閣議決定

に基づき定員抑制
開始

昭和
平成

H19→H26

1,444人増

Ｓ59→H15

△655人減

2,840人
（S37年）

平成20年度

定員増開始

Ｈ９年 Ｓ５７閣議
決定の方針継続を

再度閣議決定

Ｈ18年 ４大臣合意

新医師確保総合対
策

平成20年以降、偏在解消策と組み合わせた医学部定員増を行っているが、昭和57年閣議決定に基
づき、医師の過剰を招かないよう、医学部定員を抑制してきた経緯がある。

H26.1 文部科学省医学教育課調べ
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広島大学 120 105 15 埼玉医科大学 125 110 15
北海道大学 112 105 7 山口大学 117 100 17 杏林大学 117 105 12
旭川医科大学 122 105 17 徳島大学 114 100 14 慶應義塾大学 112 110 2
弘前大学 132 105 27 香川大学 114 100 14 順天堂大学 124 105 19
東北大学 135 105 30 愛媛大学 112 100 12 昭和大学 110 110 0
秋田大学 127 100 27 高知大学 115 100 15 帝京大学 117 110 7
山形大学 125 105 20 九州大学 111 105 6 東京医科大学 120 113 7
筑波大学 126 103 23 佐賀大学 106 98 8 東京慈恵会医科大学 110 105 5
群馬大学 123 105 18 長崎大学 121 100 21 東京女子医科大学 110 110 0
千葉大学 122 105 17 熊本大学 115 105 10 東邦大学 110 110 0
東京大学 110 108 2 大分大学 110 100 10 日本大学 120 120 0
東京医科歯科大学 106 90 16 宮崎大学 110 100 10 日本医科大学 114 110 4
新潟大学 127 105 22 鹿児島大学 117 100 17 北里大学 119 110 9
富山大学 110 100 10 琉球大学 112 105 7 聖ﾏﾘｱﾝﾅ 医科大学 115 110 5
金沢大学 117 105 12 国立大学（42大学） 4905 4289 616 東海大学 115 110 5
福井大学 115 105 10 公立大学 金沢医科大学 110 110 0
山梨大学 125 105 20 札幌医科大学 110 102 8 愛知医科大学 110 105 5
信州大学 120 105 15 福島県立医科大学 130 85 45 藤田保健衛生大学 110 110 0
岐阜大学 107 85 22 横浜市立大学 90 85 5 大阪医科大学 110 110 0
浜松医科大学 120 105 15 名古屋市立大学 95 90 5 関西医科大学 112 110 2
名古屋大学 112 105 7 京都府立医科大学 107 102 5 近畿大学 110 95 15
三重大学 125 105 20 大阪市立大学 92 90 2 兵庫医科大学 112 108 4
滋賀医科大学 117 105 12 奈良県立医科大学 115 100 15 川崎医科大学 110 110 0
京都大学 107 105 2 和歌山県立医科大学 100 90 10 久留米大学 115 110 5
大阪大学 110 105 5 公立大学（8大学） 839 744 95 産業医科大学 105 105 0
神戸大学 117 105 12 私立大学 福岡大学 110 110 0
鳥取大学 110 85 25 岩手医科大学 130 95 35 私立大学（29大学） 3325 3136 189
島根大学 112 100 12 自治医科大学 123 100 23
岡山大学 120 105 15 獨協医科大学 120 110 10

うち

臨時定員

90081699069
国公私立大学

（７９大学）

   大　学　名
Ｈ26

定員
うち

恒久定員

うち

臨時定員
   大　学　名

Ｈ26

定員
うち

恒久定員

国立大学

   大　学　名
Ｈ26

定員
うち

恒久定員

うち

臨時定員

各大学における臨時定員数

既存の医学部（医科大学）は地域の医師確保対策の観点から増員を行っているが、多くは臨時定員
による増員となっている。東北６県の医学部（医科大学）は平均30名の臨時定員を有している。

H26.1 文部科学省医学教育課調べ
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平成24年4月社会保障審議会資料

（参考）２０２５年度のマンパワー必要量の見込み

２０２５年度（平成３７年度）には医師数は３２～３３万人必要とされている。
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（平成25年度の状況）
・ 薬害問題を医療倫理や社会医学等の人権学習的な観点で授業を展開

医学科(79) 歯学科(29) 薬学部(74) 看護学科(216)
実 施 し て い る ： ７９大学 ２９学部 ７４学部 １９５学部
検討中・実施していない： ０大学 ０学部 ０学部 ２１学部

・ 薬害被害者等の声を直接聞く授業を実施
医学科 歯学科 薬学部 看護学科

実 施 し て い る ： ４４大学 １３学部 ６６学部 ４８学部
検討中・実施していない： ３５大学 １６学部 ８学部 １６８学部

◆ 学生だけでなく教職員を含め、薬害被害にあわれた方の意見・体験等を直接聞く機会を設け、適切な医療倫理・人
権学習等の授業や複数回にわたり様々な薬害被害者の声を聞く授業等が積極的に実施されるよう御検討願いま
す。

◆ カルテ開示手数料及びコピー代の合理的な価格設定、診療明細書の原則全患者への無償発行、医療情報の共
有に向けた取組等について、より一層推進していただきますようお願い申し上げます。

◎薬害被害者等の声を直接聞く授業を実施するにあたり、授業及び職員研修等の際、講師とし
て、全国薬害被害者団体連絡協議会の御協力がいただけることから、各大学におかれまして
は、積極的な取組をお願いします。

薬害防止に関する教育の充実について①

（平成２５年１０月３０日付２５高医教第１８号 医学教育課長 通知）
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■全国薬害被害者団体連絡協議会の要望（平成２５年８月）

○薬害を知らない医療従事者がつくられてしまわないよう、すべての大学において、薬害被害者の声を
直接聞く授業を実施して、適切な医療倫理・人権学習等がなされていくよう要望しているが、実施率が
伸び悩んでいるため、実施していない大学に対して至急対策を講じてほしい。また、薬害は一つではな
いので、複数回のさまざまな被害者の声を聞く授業を実施することも推進してほしい。

○国立大学法人附属病院で、薬害被害者や医療被害者の声を直接聞く職員研修を積極的に実施してほしい。
○カルテ開示請求を妨げるような価格を設定している病院に対しては、良識的な価格設定にするよう改善指導をし

てほしい。（開示手数料１万円以上の大学は１大学（平成25年８月時点））
○全国の医療機関の模範となるべき大学附属病院で、窓口で患者に対し「診療明細書が必要か否か」を聞いたり

等、療養担当規則や厚生労働省の指導に沿わない運用をしている病院があれば、改善指導をしてほしい。

薬害防止に関する教育の充実について②

◆薬害被害者の声を直接聞く授業等の取組例

○ 複数年次での声を聞く授業実施例
京都大学では、１年次にサリドマイド、４年次に薬害エイズの薬害被害者による授業を、金沢大学では、
１年次にサリドマイド、４年次にイレッサの薬害被害関係者による授業を実施しており、複数種類の薬害の
実情を把握し、見識を広めることができている。

○ 複数の薬害を組み合わせた声を聞く授業実施例
九州大学ではヤコブ病、薬害エイズ、サリドマイドの薬害被害者による授業を、慶應義塾大学ではサリドマ
イド、スティーブン・ジョンソン症候群、薬害エイズの薬害被害者による授業を実施しており、それぞれの薬
害によって対応の違い等も認められ、より見識を広められることができるなどの効果が得られている。



薬害防止に関する教育の充実について③

◆ 医療費の内容の分かる領収証及び個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書は、 正当な理由のない
限り、原則として無料で発行するように通知が発出されています。
（平成２４年３月５日付保発０３０５第２号厚生労働省保険局長通知）

○原則・・・全患者に明細書を無料発行
●明細書発行を行う旨を院内掲示するとともに、明細書発行を希望しない方には、その旨の申し出を促す院内掲示を行う

などの配慮を行う。
○例外（正当な理由に該当する場合）・・・患者の求めに応じて明細書を発行

正当な理由 ① 明細書発行機能が付与されていないレセコンを使用
② 自動入金機の改修が必要な場合

●４００床以上の病院については、平成２６年４月１日以降、上記例外措置の対象としない。

●「正当な理由」に該当する旨及び希望する患者には明細書を発行する旨院内掲示を行う。

●仮に明細書発行費用を徴収する場合でも、実費相当とするなど、実質的に明細書の入手の妨げとなるような高額の料金を設定
してはならない。 （１，０００円を超えるような額は、実費相当としてふさわしくない）

国立大学病院

私立大学病院 １大学 ６大学 １１大学 １大学

無料

４１大学

１０大学

２，０００円 ３，０００円 ５，０００円 １０，０００円

１大学

● カルテ開示手数料（税別価格の場合あり）（調査対象：42国立大学病院、29私立大学病院（医系本院）

● 明細書を原則、全患者に発行している大学（＝自動入金機で明細書を発行できる大学） ２１大学／４２大学
そのうち、窓口で要否の確認を行っている大学 ３大学／２１大学

● 明細書を原則、全患者に発行していない大学（＝自動入金機で明細書を発行できない大学） ２１大学／４２大学
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◎Ｂ型肝炎患者等の声を直接聞く授業を実施するにあたり、授業及び職員研修等の際、講師と
して、全国Ｂ型肝炎訴訟原告団・弁護団の御協力がいただけることから、各大学におかれまし
ては、積極的な取組をお願いします。

■全国Ｂ型肝炎訴訟原告団・弁護団の要望（平成２５年１１月）

○医学教育（医学部のほか、歯学部、薬学部、看護学部を含む）におけるカリ
キュラムの中に、「日本におけるＢ型肝炎ウイルス持続感染の原因の多く
は、集団予防接種における注射器等の使い回し及びこれに起因する母子感
染である」との歴史的事実の教育を盛り込むとともに、患者の悩みや苦し
みを共有できるように、当事者であるＢ型肝炎患者から直接話を聞くカリ
キュラムを導入すること。

Ｂ型肝炎ウイルスに関する教育の充実等について

66



67

第２ 疾病を理由とする差別・偏見の克服、国民・社会への普及啓発

Ⅱ正しい医学的知識の普及・啓発

・疾病を理由とする差別・偏見を克服するためには、すべての人が正しい医学的知識を持つこと

が、なによりも大切なことである。

・正しい医学的知識の普及・啓発という観点からみた場合、医療従事者の果たす役割はきわめて

大きい。このため、医療従事者の幅広い専門的知識と高い倫理的視野に対する社会からの要

請に医療従事者が応えられるよう、国・地方公共団体、大学、研究機関は、医学系・看護系教

育の強化、充実、海外の知見や国内の少数意見を含め、正しい医学・医療の知識・情報を提供

するためのシステムの構築を図っていかなければならない。さらに学術的根拠の解明が恒常的

に推進され、啓発活動に資するよう、学術的研究体制の充実、研究者の確保、育成に努めなけ

ればならない。

○ハンセン病問題に関する検証会議 の提言に基づく再発防止検討報告書（平成22年６月）
ハンセン病問題に関する検証会議の提言に基づく再発防止検討会

◆ ハンセン病問題の再発防止のため、正しい医学・医療の知識・情報を提供するためのシステムの
構築、人権教育の充実に取り組むようお願いします。

ハンセン病問題の再発防止について



◆各大学附属病院におかれましては、後発医薬品のさらなる使用促進のロード
マップ（平成25年4月5日厚生労働省）（以下、ロードマップという）に基づき、
後発医薬品のさらなる使用促進をお願いします。

◆また、ロードマップの中で、医学薬学教育での後発医薬品に対する理解の向上
が求められていますので、各大学におかれましては、後発医薬品の使用促進
に関する教育内容の充実をお願いします。

後発医薬品（ジェネリック医薬品）のさらなる使用促進
及び教育内容の充実について

● 後発医薬品のさらなる使用促進のためのロードマップ【平成25年4月5日】

（概要）
○後発医薬品の数量シェアを平成30年3月末までに60％以上にする。また、達成状況をモニタリングし、

その結果を諸外国の動向を踏まえ、適宜見直す。
○後発医薬品のさらなる使用促進のための取組についてもモニタリングを行い、その結果を踏まえ必要な

促進策を適宜追加する。

● ロードマップに関するＨＰ【厚生労働省】
http://www.mhlw.go.jp/bunya/iryou/kouhatu-iyaku/03.html

● 後発医薬品の使用促進に関するHP【厚生労働省】
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/kouhatu-iyaku/index.html
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平成22年9月 厚生労働省「慢性の痛みに関する検討会」

○慢性の痛み対策について（概要） 【 『今後の慢性の痛み対策について （提言）』 より抜粋】

◆ 慢性の痛み治療に関する診療科を超えた総合的な教育の充実（精神科医、臨床心理士等の
多職種との連携を含む）が更に図られるよう、積極的な取組をお願いします。

「慢性の痛み」に関する教育の充実

２．慢性の痛みの医療を取り巻く課題

・痛みを専門とする診療体制や、そのために必要な制度、人材育成・教育体制も十分に整備されていない。

３．今後、必要とされる対策

・医療者の育成 （医師、看護師、介護士等）。

【医学教育モデル・コア・カリキュラム（抄）（平成２２年度改訂版）】

Ｆ 診療の基本 ２ 基本的診療知識 （１３）緩和医療・慢性疼痛

一般目標：緩和医療および慢性疼痛の基本を学ぶ。

到達目標： １）緩和医療を概説できる。

２）癌性疼痛コントロールの適応と問題点を説明できる。

３）緩和医療における患者・家族の心理を説明できる。

４）慢性疼痛における治療の問題点等を概説できる。

（平成23～25年度厚生労働省科学研究：慢性の痛み対策研究事業「痛み」に関する教育と情報提供システムの構築に関す
る研究班）

https://www.itamikyouiku.jp/top.html

【「痛み」教育コンテンツ提供システム】

痛みに関する教育に使用するための教育コンテンツが下記ＵＲＬにおいて公開されております。
掲載ＵＲＬ：



◆ 法医学を担う人材の養成・確保など死因究明体制の強化に向けた、積極的な取組を御願いいたします。

死因究明について➀

○ 死因究明等の推進に関する法律
（同法の目的）

我が国において死因究明及び身元確認の実施に係る体制の充実強化が喫緊の課題となっていることを鑑み、死因究明等の推進に関する

施策についてその在り方を横断的かつ包括的に検討し及びその実施を推進するため、死因究明等の推進について、基本理念、国及び地方

公共団体の責務並びに施策の基本となる事項を定めるとともに、必要な体制を整備することにより、死因究明等を総合的かつ計画的に推進

すること。

第２章 死因究明等の推進に関する基本方針

第６条 死因究明等の推進に関して、重点的に検討され、及び実施されるべき施策は、次に掲げるとおりとする。

１ 法医学に関する知見を活用して死因究明を行う専門的な機関の全国的な整備

２ 法医学に係る教育及び研究の拠点の整備

３ 死因究明等に係る業務に従事する警察等の職員、医師、歯科医師等の人材の育成及び資質の向上

○ 警察等が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律
（同法の目的）

警察等が取り扱う死体について、調査、検査、解剖その他死因又は身元を明らかにするための措置に関し必要な事項を定めることにより、死

因が災害、事故、犯罪その他市民生活に危害を及ぼすものであることが明らかとなった場合にその被害の拡大及び再発の防止その他適切

な措置の実施に寄与するとともに、遺族等の不安の緩和又は解消及び公衆衛生の向上に資し、もって市民生活の安全と平穏を確保すること

を目的とする。

（人材の育成等）

第１３条 政府は、警察等が取り扱う死体の死因又は身元を明らかにするための措置が正確かつ適切に遂行されるよ

う、当該措置に係る業務に従事する警察官、海上保安官、海上保安官補、医師、歯科医師等の人材の育成

及び資質の向上、大学における法医学に係る教育及び研究の充実、死体の検案及び解剖並びに死体の科

学調査の実施体制の充実その他必要な体制の整備を図るものとする。

平成２４年６月２２日 第１８０回通常国会にて議員立法により制定

● 文部科学省に関連する項目（該当部抜粋）

● 文部科学省に関連する項目（該当部抜粋）
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平成１７年６月１７日法律第６３号

第２１条
国及び地方公共団体は、地域において、栄養、食習慣、食料の消費等に関する食生活

の改善を推進し、生活習慣病を予防して健康を増進するため、健全な食生活に関する指
針の策定及び普及啓発、地域における食育の推進に関する専門的知識を有する者の養成
及び資質の向上並びにその活用、保健所、市町村保健センター、医療機関等における食
育に関する普及及び啓発活動の推進、医学教育等における食育に関する指導の充実、食
品関連事業者等が行う食育の推進のための活動への支援等必要な施策を講ずるものとす
る。

第２次食育推進基本計画［抜粋］（平成２３年４月～２７年度末）
第３ 食育の総合的な促進に関する事項
３．地域における食生活の改善のための取組の推進

（２）取り組むべき施策
（健康づくりや医学教育等における食育推進）
食育を通じて生活習慣病等の予防を図るため、保健所、保健センター、医療機関等

における食育に関する普及や啓発活動を推進するとともに、市町村等が行っている健
康診断に合わせて、一人一人の健康状態に応じた栄養や運動の指導の充実を図る。

さらに、食育を進めるため、栄養面を含めた生活習慣と疾病の関連など、医学教育
の充実を推進する。

食育基本法について

◆ 食生活と疾病の関連等食育に係る教育等を行い、国民の食生活の改善と健康の増進に向けた積極的な取組をお願いします。
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文部科学省において、医学部関係者が参加する各種会議での要請や、「医学教育モデル・
コア・カリキュラム」等を通じて、医学部において、ＰＴＳＤ等の精神的被害に関する知識・技能
及び犯罪被害者等への理解を深める教育を推進する。 【文部科学省】

（参 考）医学教育モデル・コア・カリキュラム（抄）（平成２２年度改訂）

D 人体各器官の正常構造と機能、病態、診断、治療
１５ 精神系 （３）疾患・障害
到達目標： ９）不安障害（パニック、恐怖症性あるいは全般性不安障害）の症候と診断を説明できる。

１０）ストレス関連疾病（外傷性ストレス障害〈PTSD〉を含む）の症候と診断を説明できる。

◆ 犯罪被害者等への適切な対応に資するよう、ＰＴＳＤ等の精神的被害に関する知識・技能を
修得させるための教育の充実に向けた、積極的な取組を御願いいたします。

第2次犯罪被害者等基本計画［抜粋］（平成23年4月～平成27年度末）

第２ 精神的・身体的被害の回復・防止への取組
［今後講じていく施策］

１ 保健医療サービス及び福祉サービスの提供
（3）犯罪被害者等への適切な対応に資する医学教育の促進

犯罪被害者等基本計画について
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『｢子どもの心診療医｣の養成に関する検討会』報告書(抜粋)
《厚生労働省 平成１９年３月》

Ⅲ ｢子どもの心の診療医｣の養成方法について
１．子どもの心の診療に専門的に携わる医師の養成のために行うべきこと

専門的な教育研修場所や指導医の不足、専門が生かせる就職先の不足など
→子どもの心の診療体制自体の確立しなければならない

・大学附属病院においては、子どもの心の診療部門や講座が設置されることが望ましい。
・大学病院においても、子どもの心の診療を行う診療部門を設置し、専門的研修についてもプログラムを設定することが望ま

れる。

２．一般の小児科医・精神科医の養成のために行うべきこと
今後、医学教育・医師の研修を通じて、その診療水準の全体的な底上げを図ることは、子どもの心の診療レベルの向上

に不可欠である。
(１)小児科及び精神科の専門研修(卒後臨床研修修了後の研修)と生涯教育
(２)卒前教育(医学部教育)

子どもの心の診療を担う医師の養成を図るためには、医学部教育の中で子どもの心の問題に関する教育の充実を図ること
も重要である。
①大学において、子どもの心の診療に関する講義・実習を担当する教員の確保に努める
②大学において、「医学教育モデル・コア・カリキュラム」に基づいて、小児科や精神科の教育カリキュラムにおいて子どもの

心の診療に関する講義と実習の充実を図る
③大学附属病院において、子どもの心の診療に関して実習が可能な環境の整備に努める
④大学は、将来的に、小児科・精神科の合同の「子どもの心の診療科」の組織を設置することを検討する
⑤大学は、子どもの心の診療に関する図書・教材の整備に努める
⑥文部科学省は、今後「医学教育モデル・コア・カリキュラム」の全体的な見直しが行われる際、子どもの心の診療に関する

内容の改訂について検討する
⑦厚生労働省は、医師国家試験における子どもの心の診療に関して適切な出題を行う
⑧文部科学省及び厚生労働省等は、大学における子どもの心の診療に係る教育研究診療体制の充実を図る

◆ 医学部医学科における「精神医学」 や「子どもの心診療医」養成に関する教育の充実に向けた、
積極的な取組を御願いいたします。

「精神医学」に関する教育の充実について
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第１部 陸上交通の安全 第１章 道路交通の安全
第３節 道路交通の安全についての対策 Ⅱ 講じようとする施策

６ 救助・救急活動の充実 （２）救急医療体制の整備
イ 救急医療担当医師・看護師等の養成等

第９次交通安全基本計画について
－交通事故のない社会を目指して－

◆ 医師の卒前教育において、救急医療に関する教育等の充実に向けた積極的な取組をお願いします。

救急医療に携わる医師を確保していくために，医師の卒前教育や臨床研修におい
て，救急医療に関する教育・研修の充実に努める。また，救命救急センター等で救急
医療を担当している医師に対しても，地域における救急患者の救命率をより向上さ
せるための研修を行い，救急医療従事者の確保とその資質の向上を図る。

看護師についても，救急時に的確に医師を補助できるよう養成課程において救急
医療に関する教育の充実に努めるとともに，新人研修における救急医療研修の充実
に努め，救急医療を担当する看護師の確保を図る。また，保健所等行政機関に勤務
する保健師等を対象に救急蘇生法指導者講習会を実施し，地域における救急蘇生
法等に関する普及方策等の企画・運営を行う者の養成を図る。

さらに，病院内外での救急活動を充実させる観点から，外傷の標準的初期対応能
力の向上に関する研修を推進する。

（ 平成２３年３月３１日 中央交通安全対策会議 ）
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◆ 男女共同参画社会の実現に向けて、周産期医療等の充実や女性医師の復職支援等、
積極的な取組をお願いします。

第３次男女共同参画基本計画（平成２２年１２月１７日閣議決定）〔抜粋〕

第１０分野 生涯を通じた女性の健康支援

〔具体的施策〕

２ 妊娠・出産等に関する健康支援 イ 周産期医療や救急医療体制、小児医療体制の充実

②周産期医療等の充実 地域における周産期医療の中核となる総合周産期母子医療センター及びそれを支える
地域周産期母子医療センター等への支援（新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）の整備等）、周産期医療に携わる医
師・助産師等の養成・確保、救急搬送受入体制の確保を図る。

５ 医療分野における女性の参画の拡大

イ 女性医師が能力を発揮しやすい条件整備

・ 女性医師の継続的就業についての優れた取組事例の普及、先輩の女性医師がメンターとして継続就業につい
て悩む若い女性医師の相談に応じることができるよう、病院内の体制の整備を支援するとともに、その社会的責任
の大きさにも鑑み、学生時代からのキャリア教育や若手女性医師の生涯キャリア形成のための研修等の充実を通
じ、継続的な就業の支援を行う。

・ 女性医師の復帰後の勤務形態や状況に応じた、きめ細かな研修の実施等、女性医師の復帰支援を推進す
る。また、女性医師バンクの体制強化により相談体制を充実強化するとともに、女性医師の復帰支援についての
優れた取組事例の普及等により、女性医師の就労を支援し、医師の人材確保に努める。

【取組事例】
◆女性医師等の勤務継続支援・復帰支援 （東北大学）

■【若手・女性医師支援（女性医師アソシエ）】

周産期を希望する女性医師が勤務施設や勤務形態にかかわらず所属できる【女性医師
アソシエ】を立ち上げ、女性医師が働きやすい労働環境や勤務形態がどのようなもの
か、ニーズ調査を実施。その結果をもとに、業務分担推進のための職員の雇用（クラー
ク、臨床心理士など）、女性医師育児短時間勤務者などの勤務形態の変更改善など、
勤務復帰支援のため、病院のハード面、ソフト面双方の改善を図っている。

第３次男女共同参画基本計画について



◆ スポーツに関するあらゆる活動を公正かつ適切に実施する観点から、医師・薬剤師がアンチ・ドーピ
ング（ドーピングの防止）に関する正しい知識を身につけるための教育の充実をお願いいたします。

アンチ・ドーピングに関する教育の充実について

●スポーツ基本法（平成23年法律第78号）
（基本理念）

第二条 １～７（略）
8 スポーツは、スポーツを行う者に対し、不当に差別的取扱いをせず、また、スポーツに関するあらゆる活動を公正かつ適切に
実施することを旨として、ドーピングの防止の重要性に対する国民の認識を深めるなど、スポーツに対する国民の幅広い理解及
び支援が得られるよう推進されなければならない。

（ドーピング防止活動の推進）
第二十九条 国は、スポーツにおけるドーピングの防止に関する国際規約に従ってドーピングの防止活動を実施するため、公益
財団法人日本アンチ・ドーピング機構（平成十三年九月十六日に財団法人日本アンチ・ドーピング機構という名称で設立された
法人をいう。）と連携を図りつつ、ドーピングの検査、ドーピングの防止に関する教育及び啓発その他のドーピングの防止活動の
実施に係る体制の整備、国際的なドーピングの防止に関する機関等への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。

●参考
公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構 http://www.playtruejapan.org/

上記ページより
・「アンチ・ドーピングガイドブック」 http://www.playtruejapan.org/guidebook/index.html
・「スポーツファーマシスト」 http://www.playtruejapan.org/sportspharmacist/index.html
・禁止表モバイルサイト http://list.wada-ama.org/jp/

○ ドーピングとは競技力を向上させるために禁止されている物質・方法を使用することを言います。ドー
ピングはスポーツのフェアプレー精神に反し、一部の禁止薬物は、その習慣性から競技者の健康を損
ね、青少年に対して悪影響を及ぼすものです。

○ 医師・薬剤師がドーピングの防止に関する正確な情報・知識を持ち、競技者を含めたスポーツ愛好家
などに対して正しい情報提供を行うことは、ドーピングの防止のため非常に重要となっています。
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